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研究成果の概要（和文）：高校初年次生の中には教科書理解の不振がみられ，学業不振に陥る者が教室の中に見
られる。これは構造方略の未発達に起因する。このため，彼らの自発的な構造方略使用の支援が重要になるが，
構造方略の支援メカニズムは未検討であり，研究が滞ってきた。これに対して本研究では，高校初年次生におい
て「構造方略を使用した説明文読解」が学業達成において適応的な役割を持つと仮説し，4つの研究を行った。
仮説に基づく研究から，高校初年次生における構造方略の使用に対する処遇適合型ならびに適性形成型支援が
「構造方略を使用した説明文読解」の促進を媒介して学業達成を促すメカニズムを明らかにした。

研究成果の概要（英文）： Poor textbook comprehension has been seen in the first-year high school 
students, and some of them falling into underachievement can be seen in the classrooms. This 
underachievement is thought to depend on their structure strategy. Therefore, support for their 
voluntary use of the structure strategy is important, but mechanism about support for their use of 
structure strategy hasn’t be examined, and the researches have been delayed. In contrast, this 
study hypothesized that” text comprehension though structure strategy “has an adaptive role in 
their academic achievement of the first-year high school students, and conducted four researches. 
Based on our hypotheses, four researches clarified mechanism of both the treatment conformity type 
supports and the aptitude formation type supports for their use of structure strategy to promote 
their academic achievement by enhancing” text comprehension though structure strategy “.

研究分野： 教育心理学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
高校に入学したばかりの高校初年次生は構造方略の未発達のために，教科書の説明文読解に苦戦する者がみら
れ，中には学業不振者を招く者もいる。しかし，エビデンスに基づいた彼らへの学習支援の原則は示されて来な
かった。これに対して本研究は，高校の授業が「教科書の重視」に移行するため，教科書の説明文をいかに読解
するかが学業達成に重要になる点に着目した上で，説明文の上位構造を把握し活用するという読み方 (構造方
略) を支援する方針を立てて，有効な支援のメカニムズを実践的・実証的に示したのである。一連の研究によ
り，エビデンスに基づく「高1クライシス」への対処法の基礎が示された意義は大きいと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
中学から高校への移行期で苦戦する高校初年次生 (以降は高 1) は「高 1クライシス」と呼ば

れる不適応な状況に直面する。この「高 1クライシス」は，学習面，心理･社会面，健康･進路面
など多岐にわたるが，学習面での問題が主となることから，学習面に焦点をあてる。 
学習面の問題は学業不振の研究文脈の上で捉えられてきた。研究の草分けとなった北尾・速

水・島田 (1986) は学業不振児が授業時の言語理解に劣る点に着眼し，言語理解力が学業達成の
差を生み出すという仮説を提出したのである。ここでいう言語理解力とは，教師の口頭説明や教
科書等の説明文などの説明活動の理解力であり，読み能力テストに依拠している点を併せると，
説明文の読解力に相当すると言える。なお北尾らは小中学生を研究対象としたが，仮説自体は本
研究でフォ－カスを当てる高１でこそ有効だと考えられる。なぜなら，高校に入り授業形態が
「教科書中心」に切り替わるためである (Benesse 教育研究開発センター, 2007)。このため，
高校では生徒自らが教科書の説明文をいかに読解するかが学業達成に対して適応的な役割を担
っていると言っても過言ではない。そこで，本研究では教科書の説明文読解の果たす適応的な役
割に力点をおき，検討することにした。 
確かに教室の中には教科書の説明文読解に苦戦する生徒が散見され，北尾らの仮説の確から

しさが窺える。この一方で，高 1の中には読解方略を巧みに使用し授業に立ち向かう者も出てく
るのも事実であり，読解方略の観点から詳細を捉え直す必要が生じてくる。例えば，学業達成を
規定する読解方略としては構造方略 (structure strategy) があげられる (Meyer & Poon, 
2001)。この構造方略とは説明文の最上位構造を同定し活用する読解方略だが，体制化方略の一
つである。この構造方略を使用することで，説明文の最上位構造を活用した読解が高まり，学習
達成が向上することが示唆されてきた (National Educational Goals Panel, 1999)。 
だが，中学生から高校生にかけては構造方略の発達は移行期にあり，中 3でも約半数が構造方

略の使用に困難を抱えている (Meyer, Brandt, & Bluth (1980)。このため，高 1段階での構造
方略の未発達が教科書の説明文読解の不振をまねき，学業不振につながると仮説でき，高 1の自
発的な構造方略の使用をいかに支援し，「構造方略を使用した説明文読解」を促すかが学業達成
の促進に重要になると考えられる (山本･織田, 2015)。しかし，支援メカニズムの実証は進んで
いないのが現状である。 
 
２．研究の目的 
上記を踏まえて本研究は，高 1の「構造方略を使用した説明文読解」に対する支援が学業達成

に及ぼす影響のメカニズムを検証する。 
検証に先立って学習支援には 2種類あることを押さえておきたい。それらは，適性処遇交互作

用 (ATI) の理論を基に北尾 (1991) の示唆した考え方を踏まえて，山本・織田 (2018) が導出
した，処遇適合型支援と適性形成型支援である。前者は高 1の未発達な構造方略に適合するよう
に支援の形を変えて提供することである。また，後者は未発達な高 1の構造方略を形成するよう
に支援を提供することである。本研究では，それぞれの支援が「構造方略を使用した説明文読解」
を高めて，学業達成を促すと仮説した。仮説から導出される 4つの研究目的を以下に示す。 
第 1に，高 1の「構造方略を使用した説明文読解」が学業達成を促すメカニズムを仮説し (作

業仮説 1)，これを調査を用いて解明することである。第 2 に，上記のメカニズムが存在するな
らば，説明文読解の最中における構造方略の使用が学業達成を規定するメカニズムが仮説でき
るから (作業仮説 2)，これを実験で検証することである。第 3に，上記で示されたメカニズム
が存在するならば，高 1の「構造方略を使用した説明文読解」に対する処遇適合型支援が学業達
成を高めると考えられ (作業仮説 3)，これを検証する必要が生じる。同時に，第 4に，高 1の
「構造方略を使用した説明文読解」に対する適性形成型支援が学業達成を高めることが想定で
き (作業仮説 4)，これを検証することが重要になる。 
上記の 4 つの目的を遂行するために，作業仮説 1 については調査研究 (研究 1)，作業仮説 2

については実験研究 (研究 2)，作業仮説 3に対しては処遇適合型介入研究 (研究 3)，作業仮説
4に対しては適性形成型介入研究 (研究 4) をそれぞれ行った。 
 
３．研究の方法 
(1) 調査研究 (研究 1) 
作業仮説 1 を検証するために，公立高校 1 年 360 人に対して，1 学期の中間試験前の 2016 年

5 月に評定法を用いた調査を行った。以下の 4つを評価し，高 1の「構造方略を使用した説明文
読解」が学業達成を高めるメカニズムが存在することを検証した。第 1に構造方略の使用傾向に
ついては，構造方略の使用傾向尺度 (犬塚, 2002) の 7 項目を用いて (「言葉関係」，「接続詞」，
「意味段落」，「内容予測」，「文章構造」，「題名」，「全体像」)，7段階で評定させた。第 2に，説
明文理解度は，高校教科書の説明文 (山本･織田, 2015) を用いて，7段階で評定させた。第 3
に，学習適応度は，教研式 AAI を実施した (辰野・応用教育研究所，2007)。これらは 5段階で
評定された。第 4に，学業達成については主教科 (英語，数学，国語，理科，社会) の理解度を
7段階で評定させた。これらの測度を用いて上記の影響メカニズムを検証した。 
(2) 実験研究 (研究 2)  
作業仮説 2 を検証するために，PC システムを用いて読解最中の構造方略使用に対する評価を

試みた。ここでは，高 1を対象に研究 1で用いた構造方略使用傾向尺度を用いて，中央値をカッ



トオフポイントして，上位群 (46 人) と下位群 (30 人) を構成し，比較検証した。PC システム
を使って，両群の説明文読解過程で生じた構造同定率を算出した。この構造同定率を，第 1～6
試行（前半）および第 7～12 試行（後半）に分けて求めた。また説明文理解度の評価のために再
生連得点を求めた。学習適応度と学業達成は研究 1と同じであった。以上の測度を用いて，下位
群と上位群が理解過程の前半と後半で実際に構造同定を実際にどれくらい持続的に行ったかを
評価し，その結果，説明文読解と学習適応を介して各教科の学業達成に及ぼす影響を検証した。 
(3) 処遇適合型介入研究 (研究 3) 
 作業仮説 3を検証するために，処遇適合型の介入研究を高 1 (148 人) に対して行った。山本･
織田･島田 (2018) から，説明文で用いる標識化が処遇適合型支援にあたると考えた。ただ彼ら
の研究では，標識化効果が学業達成にまで及ぶ効果は検証されていないため，検証を実施した。
またここでは，標識化を挿入する処遇適合型支援の効果は構造方略訓練により鮮明になると考
えた。実験では，研究 2で用いた説明文を材料にして標識の有無が異なる 2つのバ－ジョンを作
成し処遇適合型支援に用いるとともに，構造方略訓練 (9 週間) を実施し，説明文読解ならびに
学業達成に及ぼす影響を検討した。なお，構造方略使用傾向，説明文読解，学習適応性，学業達
成の評価は研究 1と同じであった。 
(4) 適性形成型介入研究 (研究 4) 
研究 4では高校にあがった直後の高 1 (117 人) に対して，9週間にわたって構造同定課題を

解かせる形で適性形成型支援を行い，作業仮説 4を検証した。つまり，1学期の 4月から 6月ま
での 9週間，毎週 1回の頻度で授業中に，説明文の最上位構造を同定させる課題を解答させた。
また 1週間を振り返って各自の構造方略の使用傾向を評価させた。ここでも研究 3と同様に，介
入により下位群の成績が向上し上位群と差が縮小されるという仮説を置いて検証を進めた。ま
た研究 3 で用いた理解度評価は客観性の点で歪みが生じる可能性があるため，研究 4 では再生
課題を用いて評価した。 
 
４．研究成果 
(1) 調査研究 (研究 1)  

研究 1 では Figure 1 のように，「構造方略を使用した説明文読解」が学業達成に及ぼす影響
のメカニズムをモデル化した。このモデルでは，構造方略の使用傾向から説明文読解に及ぼす影
響，説明文読解から学習適応に及ぼす影響，学習適応から学業達成に及ぼす影響，構造方略の使
用傾向から学習適応ならびに説明文読解から学業達成への直接的な影響が表現された。学業達
成は主教科の理解度の平均値を用いた。パス解析を実施したところ，十分な適合度を得た (χ2 
=3.6, df=1, p=.06， GFI=.993, AGFI=.935, CFI=.986, RMSEA=.086)。ここから，高１による
「構造方略を使用した説明文読解」の向上が，学習適応と学業達成に影響するプロセスが存在す
ることが示された。 
つまり，高 1 では「構造方略を使用した説

明文読解」が高くなれば学業達成が高まる一
方で，これが低くなれば学業不振に至る可能
性が示されたことになる。ここから，高１で
は「構造方略を使用した説明文読解」の向上
が学習適応や学業達成の前提として重要にな
ってくると考えられ，教科書に書かれた説明
文をいかに理解させるかが学習支援の視点
と浮かび上がったと言える。 
 
(2) 実験研究 (研究 2)  
まず，山本・織田・島田 (2018) を参考に，

体制化過程の前半と後半ごとに構造同定率の
平均値を算出した。これらの構造同定率を従属
変数として，構造方略使用傾向（2: 上位群/下
位群）×体制化過程時期（2:前半/後半）の 2要
因混合型分散分析を行ったところ，交互作用が
有意となった（F（1,74）=4.05, p<.05）。単純
主効果の分析から，上位群と下位群とでともに
時期の単純主効果が有意に認められるととと
もに (それぞれ，F（1,45）=7.22, p<.05; F（1, 
29）=33.79, p<.001)，後半で構造方略使用傾
向の単純主効果が有意に認められた (F（1, 
74）=4.21, p<.05)。以上から，体制化過程が前
半から後半へと進むにつれて上位群に比べて
下位群で実際の構造同定率の減り方が大きい
ことが示された。 
次に，構造同定率，説明文読解の測度である

再生連得点，学習適応の測度である AAI の尺
Figure 2 前半と後半の構造同定率が及ぼす影響 

Figure 1 「構造方略を使用した説明文読解」が 
及ぼす影響 



度値，主教科 (国語，社会，英語，理科，数学) の学業達成についての 7段階評価値を用いて，
高１による前半と後半の構造同定率が説明文読解と学習適応を媒介して主教科の学業達成に影
響するプロセスについて，Figure 2 のモデルとして表現し，多母集団同時分析を行なった。適
合度指標は，χ2 =35.33 (df=30, p=.23), GFI =.996, AGFI =.986, CFI =.971, RMSEA =.068 と
なり，適合度は高いと判断された。得られた結果から，高１段階では体制化過程を通じて実際に
いかに構造方略を持続して使うかという程度で差が生じ，これが説明文読解や学習適応を介し
て教科別の学業達成に異なる影響を及ぼすことが明らかになった。 
 
 (3) 処遇適合型介入研究 (研究 3) 
 研究 2 と同様に構造方略使用傾向の下位群と上位群とを事前に設定し，両群に標識化の有無
の異なる説明文を提示し理解度評定を求めた。その後，以下の介入期間の後に，再度同様に理解
度評定を求めた。なお，下位群と上位群の両群について，毎週金曜日の SH に構造方略訓練を行
う介入有群と，行わない介入無群を設けた。介入前と介入後との差分を変化量として求めて従属
変数とした。以下の 3点が結果として示された。 
第 1 に，構造方略を構成する 7 つの下位方略の評定値について介入前と介入後の変化量を算

出し，介入 (2:介入無／介入有) ×構造方略使用傾向 (2:下位群／上位群) ×下位方略 (7) の
3 要因分散分析を行った結果，構造方略使用傾向の主効果が有意となり (F(1,144)=52.73, 
p<.01)，介入と下位方略の交互作用が有意となり (F(6,864)=3.63, p<.01)，介入有の方が介入
無よりも，「言葉関係」，「接続詞」，「題名」で変化量が増大した。 
第 2に，標識化の無い説明文理解度をもとに標識化の有る説明文理解度の割合を求めて，標識

化効果量とした。これを介入前と介入後について求め，その変化量を従属変数として，介入 (2:
介入無／介入有) ×構造方略使用傾向 (2:下位群／上位群) の分散分析を行ったところ，交互
作用が有意となった (F（1, 144）=4.85, p<.01)。下位群では介入前より介入後で標識化効果量
が増大することが示された。 
第 3に，主教科の学業達成の平均値を用いて同様の分散分析を行ったところ，構造方略使用傾

向の主効果が有意に認められた (F（1, 144）=9.56, p<.01)。 
以上から，高１段階の構造方略の使用傾向の低い者においては，標識化のような処遇適合型支

援の効果が構造方略訓練によって増幅されたと考えられる。また，その下位群が介入前から介入
後にかけて成績が向上した点は重要であると考えられる。 
 
(4) 適性形成型介入研究 (研究 4) 
9 週間における構造方略使用傾向の向上度を求めて，それを組み込んで以下の分析を進めた。

結果として以下の 3点が示された。 
第 1に，研究 3と同様に介入前後の変化量を算出し，構造方略使用傾向×9週間向上度×下位

方略 (7) の 3 要因分散分析を行った。その結果，構造方略使用傾向と 9週間向上度の交互作用
が有意だった (F(1,113)=4.60, p<.05)。単純主効果の分析から，下位群において 9週間向上度
の高群が低群より構造方略使用傾向が高まったことが示された。 
第 2 に，説明文読解への効果を分析した。読解の量的分析として再生された文字数について，

構造方略 2群×9週間向上度の 2要因分散分析を行ったところ，9週間向上度の主効果が有意に
認められた (F(1,113)=5.68, p<.05)。向上度高群が低群よりも文字数が増えた。また読解の質
的分析として，再生連得点を求めて同様の 2要因分散分析を行った結果，文字数と同様の結果を
得た。 
第 3に，6教科の学業達成に関する平均値を求めて，

同様の分散分析を行ったところ，交互作用に有意傾向
に認められた (F(1, 113)=3.25, p<.10)。単純主効果
の分析より，下位群において向上多群が向上少群より
も学業成績の評定値が向上した (Figure 3)。 
以上より，9 週間の適性形成型支援は，構造方略の

使用傾向が低い高 1 に効果が認められた。特に，9 週
間の構造同定課題で向上の大きかった者は介入前に
比べて介入後の構造方略の使用傾向が高まり，説明文
読解の増大を介して学業達成を向上させたと考えら
れる。 
 
(5) 総括 
 本研究で行った 4つの調査・実験より，中高移行期の高 1は構造方略の未発達のために説明文
読解の不振がみられ，学業不振に陥るケ－スがあるものの，彼らの自発的な構造方略使用を支援
することで「構造方略を活用した説明文読解」を高め，説明文の最上位構造を活用することで大
量の知識を体制化することができるようになり，彼らの主教科を中心とした学業達成を高める
というプロセスが明らかにされた。 
 

Figure 3 全教科の学業達成 
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